
第 9章　遺伝子組換え作物の生態系影響評価と共存のための管理手法の開発

1 ． は じ め に

農業環境技術研究所は，わが国ではじめての隔離ほ場を保有し，1991 年に遺伝子組換えトマト
の模擬的自然環境における環境影響評価を実施した .　一方，海外からナタネ，ダイズ，トウモロ
コシを中心に除草剤耐性，害虫抵抗性の遺伝子組換え作物（GMO）がわが国に輸入されるように
なり，食品としての安全性に関する国民の関心と平行して，環境への影響にも関心が高まりつつあ
る .　また，世界の遺伝子組換え作物の商業栽培面は，栽培が開始された 1994 年以来，年々増え続
け，2009 年の遺伝子組換え作物の作付け面積は，29 か国，のべ 1 億 3 千 4 百万ヘクタールに達し
ている .　このように遺伝子組換え作物の栽培面積が増加しつつあるなか，わが国においても GMO
が輸入され，利用される機会が多くなっている .　

欧州連合（EU）においても徐々にではあるが栽培が広がっている .　これまで GMO に対しては
モラトリアムなどにより非常にネガティブと見られていた EU であるが，一部の国では生産が開始
され，栽培面積が増加している .　欧州委員会は，2003 年 7 月，「遺伝子組換え作物と慣行・有機
農業との共存に関するガイドライン」（2003/556/EC）を公表し，共存に関する基本的原則および
考慮すべき観点や具体的な交雑・混入を防止する手法を提示している（立川ら，2009）.　

このような GMO に関する世界情勢にかんがみ，農環研では 2004 年のカルタヘナ議定書の批准
にともない，これまで行ってきた遺伝子組換え作物の環境影響評価そのものから，科学的な評価が
実施されるように，研究をシフトさせた .　すなわち，遺伝子組換え作物の適正な評価手法の確立
と評価実施に必要な科学的知見を集積するとともに共存研究が推進されることになった .　

2 ． ほ 場 条 件 下 に お け る 遺 伝 子 組 換 え ダ イ ズ と ツ ル マ メ と の 自 然 交 雑

ツルマメは，栽培ダイズと同じ Glycine 属，Soja 亜属に属し，ダイズの祖先種と考えられている
つる性の一年草（図 1）で，朝鮮半島，中国，シベリア東部，日本では北海道から九州までに分布
する（大橋，1997）.　種子と莢

さや

はともに栽培ダイズより小さく，種子は黒色である（図 2）.　

図 1　研究所（茨城県つくば市）内の
自生ツルマメ

図 2　遺伝子組換えダイズ（AG3701RR）
およびツルマメの莢と種子

ダイズとツルマメは，人工授粉などによって，相互に交雑できるが（Karasawa, 1936; Kwon et 
al., 1972; Oka, 1983），ダイズは，株内混植においても，その他殖率が 2％以下の自殖性植物であり

（Cutler,1934; Weber et al., 1961; Chiang et al., 1987; Ray et al., 2003），開花時にはすでに受粉して
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いる場合が多く（Free, 1970; 古谷 , 1980），ツルマメとの自然交雑はきわめて低いと考えられた .　
一方，遺伝子組換えダイズ（以下組換えダイズ）は，そのほとんどが除草剤耐性品種であり，世

界のダイズ栽培面積の 77％を占めている（James，2009）.　日本国内では，現在，試験栽培以外の
遺伝子組換え作物は栽培されていないが，現在最も普及している除草剤耐性の組換えダイズが，将
来，栽培された場合には，そのほ場周辺に自生するツルマメと交雑し，除草剤耐性のツルマメが発
生し，それが広がるのではないか？ また，野生集団中の遺伝的多様性が損失するのではないか？ 
と懸念する声がある．これまで，ダイズ同士の他殖率については，多くの報告（Woodworth, 1922; 
Cutler, 1934; Weber et al., 1961; Caviness, 1966; Chiang et al., 1987; Arent et al., 1994; Ray et al., 
2003; Yoshimura et al., 2006）があり，ツルマメ同士の他殖率の報告（Fujita et al., 1997）もある
が，ダイズとツルマメとの交雑に関する報告は少ない．Nakayama et al.（2002）は，野外でダイ
ズとツルマメを 50cm 間隔で市松模様に配置して，0.73％の交雑率を報告している．また，Abe et 
al.（1999）は，全国から収集した 708 個体のツルマメの葉緑体 DNA の RFLP 解析から，日本の改
良品種由来の遺伝子を 1.8％の頻度で認めている．また，Dorokhov et al.（2004）は，除草剤耐性
ダイズとツルマメを 2 年間ほ場で栽培したが，交雑個体は得られなかったとし，人工授粉で得た
F1 では，組換え DNA の断片が検出されたが，F2，F3 では，その断片がなくなったと報告してい
る．このように，ダイズとツルマメの交雑についてはいくつかの報告はあるものの，組換えダイズ
を使った試験では，ツルマメとの交雑個体は得られておらず，交雑個体の適応度，組換え遺伝子の
遺伝子浸透などについては，さらなる科学的知見の集積が必要であった．
「組換えダイズが，近縁野生種との交雑によって生物多様性に影響を与える」とした場合，その

最初のステップは，「遺伝子組換えダイズほ場からその周辺に自生するツルマメへの花粉流動によ
る交雑」となると考えられ，吉村らは，このステップに注目し，「ほ場規模で組換えダイズが栽培
された場合に，どのくらいの頻度で，あるいは，どのくらいの範囲までツルマメとの交雑が起こる
のか？」について 2005 年から 2007 年の 3 年にわたって試験を行った．

両親の花が同時に咲いていることは，その自然交雑が起こるための必須の条件であり，同時に開
花する期間は，交雑頻度に与える重要な要因であると考えられるが，ツルマメの開花期は，ダイズ
より遅く，関東地方では，1 か月ほどの差が見られた．そこで，本研究では，組換えダイズの播種
日を遅らせ，晩

お く て

生の組換えダイズ品種を用いて，両種の開花期を近づける処理を行い，からみつく
ほど近くで栽培して，より交雑しやすい条件を設定した．収穫したツルマメは閉鎖系温室内で播種
し，実生の葉（3-5 葉期）にグリホサートを散布し，耐性個体を選抜し，生き残った個体に耐性個
体固有のタンパク質と DNA 断片の存在を確認し，自然交雑率を評価した .　農業環境技術研究所

（茨城県つくば市）内の一般試験ほ場で栽培された組換えダイズは，除草剤グリホサート耐性組換
えダイズ（40-3-2 系統）で，食品安全性，飼料安全性が確認され，カルタヘナ法に基づいて第 1 種
使用規程が承認された組換えダイズであり，その栽培については，「第 1 種使用規程承認組換え作
物栽培実験指針」の交雑防止措置に従った．

2005 年は，除草剤グリホサート耐性組換えダイズ品種 AG3701RR およびツルマメ各 36 個体を
栽培し 7 月下旬から 9 月下旬に 1 〜 3 日ごとに開花数を計測した．また，組換えダイズとツルマメ

（60 組）をからみつくほど近接して栽培したところ（図 3，4），遅く播種した遺伝子組換えダイズ
ほどツルマメの開花のピークが近くなり，最も遅く播種（7 月 20 日）したダイズと近接して栽培
したツルマメ種子の中に 1 個体の交雑個体を得た（Mizuguti et al., 2009）（平成 18 年度研究成果情
報，吉村ら）．2006 年は，当研究所内の一般試験ほ場（20a）で，遺伝子組換えダイズの間にから
みつくほど近づけてツルマメを網状の壁に沿わせて栽培する混植区および遺伝子組換えダイズから
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図 3　2005 年のほ場配置 図 4　2005 年の栽培の様子
（8 月 31 日撮影）

2, 4, 6, 8, 10m 離してツルマメを網状の壁に沿わせて栽培する距離区を設けた（図 5，6）．
組換えダイズには，開花期の異なる 4 品種（40-3-2 系統 : AG3602RR，AG3906RR，AG4801RR，

AG5905RR）を栽培し，ツルマメは，網状の壁に沿わせて栽培した．収穫したツルマメ種子，計
112,469 個（うち 44,348 個が混植区）を検定し，自然交雑個体は得られなかった．

図 5　2006, 2007 年の実験ほ場配置

図 6　2006 年の栽培の様子
（7 月 27 日撮影）

2007 年は，2006 年度と同様のほ場配置で，開花期の遅い組換えダイズ 2 品種（AG5905RR およ
び AG6702RR）を 6 月 20 日およびそれから 1 か月遅らせて 7 月 19 日に播種する区を設けた．組
換えダイズ，ツルマメの開花は，早いものから 6 月播種 AG5905RR，6 月播種 AG6702RR，7 月播
種 AG5905RR，7 月播種 AG6702RR，ツルマメの順であり，2007 年度は，2006 年度に比べ，両種
の開花ピークが近くなり，開花が重複する期間も長くなった．その結果，混植区のツルマメ種子，

ツルマメ

組換えダイズ
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25,741 個を検定し，35 個体の交雑個体を得た．距離区（検定個体数 66,671）では，2，4，6m の区
で各 1 個体ずつ交雑個体を得た（Mizuguti et al., 2010）．

結論として，組換えダイズとツルマメの開花期をある程度，人為的に重複させ，からみつくほど
近くで栽培すると，交雑は 1000 分の 1 程度生じる可能性があることを示したが，雑草管理をとも
なう一般のダイズ栽培では，これよりさらに交雑頻度は低くなると考えられた．また，2006 年の
結果は，組換えダイズとツルマメの開花期がほとんど重複しなければ，自然交雑の可能性はほとん
どないことも示しており，地域によって組換えダイズ品種を選び，開花期の重複を低下させると，
ツルマメとダイズとの自然交雑率をゼロに近づけることができる．すなわち，品種の選択や除草方
法を含む栽培方法の選択によって，日本では，ツルマメへの生物多様性影響を防ぎながら組換えダ
イズを栽培できると考えられた．これらの知見は，生物多様性評価情報として行政部局への貢献を
果した．

3 ． 遺 伝 子 組 換 え ナ タ ネ の モ ニ タ リ ン グ

⑴ カ ナ ダ の ナ タ ネ 輸 出 港 周 辺 に お け る 遺 伝 子 組 換 え ナ タ ネ の 生 育 分 布 調 査  
日本はナタネの 99％以上を輸入しているが，そのうちの 80％はカナダからの輸入である .　カナ

ダでは，栽培面積の 8 割以上が遺伝子組換え除草剤耐性（GM）ナタネである（Yoshimura et al., 
2006），わが国のいくつかのナタネ輸入港周辺で除草剤耐性遺伝子組換えナタネ（以下組換えナタ
ネ）の生育が報告され（Saji et al., 2005; Aono et al., 2006），その分布拡大が懸念された．

カナダでは，組換えナタネを含むセイヨウナタネは西部のプレーリー地帯で生産され，貨物列車
でバンクーバー港の穀物ターミナルへ輸送された後，そこから日本などへ船舶で輸出されている．
その輸送中には，日本と同様に組換えナタネがこぼれ落ちによって野外へ拡散している可能性が
あった．そこで，2005 年に吉村らは，カナダ農務省との共同研究を行い，輸出港周辺における組
換えナタネの分布状況から，育成地の拡大する可能性を予測できると考え，バンクーバーにおける
調査を実施した．

調査の結果，組換えナタネは，バンクーバー港や市街の線路と線路近くの道路に生育しており，
特に北側のバラード入江の穀物ターミナル付近で多く見られた（図 7）．また，ナタネ群落の密度
およびその面積は穀物ターミナルにおいて特に大きい傾向があった（図 8）．

  

  

 

図 7　バンクーバー港周辺の路線や道路周辺の除草剤

耐性遺伝子組換えおよび非組換えナタネの分布
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図 8　セイヨウナタネの群落の個体密度および面積と，各群落と最も近い穀物ターミナルとの距離の
関係（2005 年）

サンプリングした個体の 65％は組換えナタネであり，グリホサート耐性の方がグリホシネート
耐性の個体数より多く，特に，線路周辺で採取したナタネの各耐性の割合は，各耐性別栽培割合と
よく似ていることから，線路周辺のこぼれ落ちナタネの割合は，栽培地域のナタネ品種の割合を反
映していると考えられた（表 1）．

表 1　グリホサート（RR），グリホシネート（LL）耐性ナタネおよび非組換えナタネの割合とカナダ産ナタネの耐性別栽培割合

（%）
調査地数 採取数 RR 耐性ナタネ（％） LL 耐性ナタネ（％） 組換えナタネ（％）

線路周辺 28 46 48 22 30

道路周辺 26 35 37 23 40

平均 27 40 43 22 35

カナダ産ナタネの耐性別栽培割合（2003 年） 48 22 30

カナダでは組換えナタネを栽培し始めてすでに 10 年が経っており，現在のナタネ栽培面積の
80％以上を占めていたが，仮に遺伝子組換えナタネが他種を駆逐し，おう盛な繁殖力を持つのであ
れば，すでに放棄地，河原などに大きな群落が見られると推測された．しかし，バンクーバー全域
にわたって調査を行ったが，その生育場所は鉄道線路やその道路周辺に限られていた .　この調査
によって，こぼれ落ち種子からの組換えナタネを含むナタネの生育範囲は限定されていることが確
認され，輸入国であるわが国においても組換えナタネの分布が拡大する可能性は低いことを予測で
きた（Yoshimura et al., 2006）（平成 18 年度研究成果情報，吉村ら）．
⑵ 鹿 島 港 で 野 生 化 し た 遺 伝 子 組 換 え ナ タ ネ の 生 育 分 布 調 査
これまで鹿島港を含む日本各地のナタネ輸入港では，野生化したセイヨウナタネの生育が報告さ

れている（Saji et al., 2005; Aono et al., 2006）．セイヨウナタネ（遺伝子組換えセイヨウナタネを含
む）は，鹿島港周辺の主要な道路沿いに生育しており，主要物流道路以外にはほとんど生育しない
こと等から，原材料用として輸入された種子の輸送時におけるこぼれ落ち由来のものであると推測
されている．原料として輸入された遺伝子組換えセイヨウナタネ（以下組換えナタネ）の生育が，
主要な輸入港である茨城県鹿島港周辺で確認されている．組換えナタネは，カルタヘナ法に基づく
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生物多様性影響評価により，野生化して生育する
ことも前提として，遺伝子組換えでないセイヨウ
ナタネ（以下非組換えナタネ）と差異がないこと
から，生物多様性影響を生ずる恐れがないと判断
されている．この評価は畑やポット条件での調査
試験に基づくものであるため，松尾らは，実際に
輸入港周辺に生育した場合，組換えナタネが非組
換えナタネより広い範囲に優先して生育するかど
うかを明らかにするため調査を行った．

茨城県鹿島港周辺の要道路沿いにおいて原材料
の陸揚げ地点を中心とした半径 5km 圏内でセイ
ヨウナタネが生育していた 19 地点を調査地とし
て設けた（図 9）.　これらのセイヨウナタネの生
育地は，土壌が厚く生育できる面積が広い「空
き地や水田畦

あぜ

」，土壌は厚いが生育できる面積が
狭い「植栽帯や中央分離帯」，土壌も薄く面積も狭い「縁石沿い」に分類できた（表 2A）．多くの
調査地点では，これら異なるタイプが複数存在した .　また，生育していたナタネが組換えナタネ
かどうかを調べるために，各調査地点で葉を採取した .　日本に多く輸入されている組換えナタネ
は，除草剤グリホサート耐性と除草剤グルホシレート耐性の組換えナタネであることから，それぞ
れが持つ特有のタンパク質の有無を調べた .　その結果，組換えナタネは非組換えナタネと同様に
空き地や水田畦，植栽帯や中央分離帯，縁石沿いに生育し，多くの場合その個体数は非組換えナタ
ネと同程度かあるいは少ないことが明らかとなった .　以上のことから，輸入港において，組換え
ナタネは非組換えナタネの育成地にしか生育してないことが明らかとなり，組換えナタネが非組換
えナタネより広い範囲を優先して生育することはないと考えられた .　この結果は，実際に日本国
内の輸入港において，野生化した組換えナタネの育成地の特性を示す唯一の知見であり，組換えナ
タネの生物多様性影響評価を裏付ける知見であった .　（平成 18 年度研究成果情報，松尾ら）

RUR（−）, LL（−）: 非 GM セイヨウナタネ（→普通のセイヨウナタネ）
RUR（＋）, LL（−）: 除草剤グリホサート耐性タンパク質の検出→グリホサート耐性 GM セイヨウナタネ
RUR（−）, LL（＋）: 除草剤グルホシネート耐性タンパク質の検出→グルホシネート耐性 GM セイヨウナタネ
RUR（＋）, LL（＋）: 除草剤グリホサート耐性タンパクトおよびグルホシネート耐性タンパクの検出
　　　　　　　　　→両除草剤に耐性を有する GM セイヨウナタネ

表 2　セイヨウナタネが生育する調査地点における生育地の特性（A）と組換えナタネ特有のタンパク質の検定結果（B）

調査地番号＊ 15 16 14 5 18 1 2 3 4 6 9 10 19 21 11 12 13 17 20

（A）生育地
　　の特性

空き地，水田畦（タイプⅠ） ○ ○ ○

植栽帯，中央分離帯（タイプⅡ） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

縁石沿い（タイプⅢ） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（B）検定結果＊＊

RUR（−）, LL（−） 25 38 39 11 28 10 3 1 55 10 6 16 45 3 2 4 41 60 37

RUR（＋）, LL（−） 0 24 1 1 3 0 0 2 2 2 0 1 0 2 0 0 0 1 0

RUR（−）, LL（＋） 0 5 3 0 7 0 0 0 0 6 0 1 0 3 1 0 1 4 0

RUR（＋）, LL（＋） 0 2 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　合　計 25 69 43 12 41 10 3 3 57 18 6 18 45 8 3 4 42 65 37

図 9　鹿島港周辺の調査地点
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さらに，セイヨウナタネが周辺群落に侵入し，他の植物を駆逐して生育域を拡大することがない
かを確認する追加調査を実施した（追加調査：2006 年 7 月〜 2007 年 6 月）．調査では，図 9 に示
した A 地点（No.6）と B 地点（No.14）を対象とした．

2006 年度からは，セイヨウナタネが周辺群落に侵入し，他の植物を駆逐して生育域を拡大する
かどうかを確認するための追跡調査をした．図 9 の 19 調査地点のうち，セイヨウナタネ以外の植
物群落が広く存在し，セイヨウナタネとの競合が観察できる 2 地点（A 地点，B 地点）を調査した．
その結果はそれぞれの地点において，他の植物群落が広く存在し競合が起こる空き地では，セイヨ
ウナタネの生育は全く確認されなかった．搬送途中でこぼれ落ちたナタネの多くは，縁石沿いにた
まった土砂の上や草刈りが行われる中央分離帯など，道路特有のかく乱の多い限られた場所には生
育したが，周辺群落へ積極的に侵入し広がっていく傾向は見られなかった．つまり，セイヨウナタ
ネは周辺群落に侵入した場合でも，競合により他の植物を駆逐して生育域を拡大することはないと
考えられた．このような結果から，これまでの生物多様性影響の評価の考え方や内容は適切である
と確認された（平成 22 年度研究成果情報，松尾ら）．

4 ． 遺 伝 子 組 換 え 作 物 と 一 般 栽 培 作 物 等 と の 共 存 の た め の 管 理 手 法 開 発

将来の遺伝子組換え作物の商業栽培に備え，関連の科学的データを蓄積するとともに，交雑・混
入の抑制技術を開発し，行政部局による栽培実験指針等の検討に資する知見を提供するため，研究
が進められてきた．
⑴ 風 に よ る ダ イ ズ 花 粉 の 飛 散 に 関 す る 研 究
現在，日本では遺伝子組換えダイズは一般栽培されていないが，今後組換えでないダイズを作る

農家との共存を実現するためのルールづくりが必要になると考えられる．ダイズは自殖性の作物で
あり，0.7m 程度離して栽培した場合でも他殖率は 0.5％以下と低い．他殖は，虫媒によるものと考
えられているが，媒介する昆虫は特定されておらず，風媒による可能性も否定できない．そこで吉
村らは，ほ場および風洞施設においてダイズ花粉の飛散距離を調査し，その風媒の可能性について
検討した．長さ約 20m の風洞施設（図 10）を用いた花粉飛散実験では，風上に開花植物，風下に
ワセリンを塗布したプレパラートを配置し，風速 2.0m/s で 15 分間空気を送風した後，プレパラー
ト上に付着した花粉をカウントした．

落下花粉密度は，イネでは距離とともに減少し，風下 0.2m で 0.63 個 /cm2 であったのに対し，
ダイズでは最も密度が高い風下 2.5m でも 0.08 個 /cm2 であった．また，ダイズ花粉の直径から計
算すると，本実験条件では，推定飛散距離は 15m 以上となったが，実際は 10m 地点でわずかに観

図 10　風洞施設実験の様子
風上にダイズ個体を , 風下にワセリンを
塗布したプレパラートを乗せたスタンド
を一定距離ごとに配置した．
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図 11　風洞施設におけるダイズおよびイネの落下花粉密
度と花粉直径から予測された花粉の最大飛散距離
予測されたダイズ花粉の最大飛散距離は , 15m 以上
だが，15m 地点では花粉は観察されなかった．

察されたのみであり，15m 地点では観察されなかった（図 11）．以上の結果に加え，めしべが花弁
の外に露出しないというダイズの特徴を考慮すると，ほ場外のダイズが風媒により受粉する可能性
はほとんどないと推察された（平成 22 年度研究成果情報，吉村ら）．以上の結果は，今後遺伝子組
換えダイズを栽培する際，非組換えダイズとの交雑防止手段の開発に寄与するものと考えられる．

⑵ 遺 伝 子 組 換 え ト ウ モ ロ コ シ の 花 粉 飛 散 に 関 連 す る 研 究
Bt タンパク質遺伝子が導入された耐虫性遺伝子組換えトウモロコシ（以下，Bt 組換えトウモロ

コシ）が米国で商業栽培されると，花粉がほ場内外に飛散し，オオカバマダラに影響を与える可能
性が報告された .　わが国においても，栽培用 Bt 組換えトウモロコシの花粉が非標的鱗翅目昆虫に
及ぼす影響を評価する際に，Bt 花粉の毒性レベルを知る必要があり，そのために生物検定法の確
立が求められた .　松井らは，採集や入手が比較的容易なチョウ類やガ類からヤマトシジミを選定
した .　具体的には，ヤマトシジミは，Bt タンパク質（Cry1Ab）遺伝子を組換えたトウモロコシ
の花粉に対して感受性が高く，Bt 花粉の非標的鱗翅目昆虫への毒性を推定するのに適していた .　
検定品種の花粉密度を変えて生葉片上に載せ，ヤマトシジミ 1 齢幼虫に 5 日間連続摂食させ，その
毒性を死亡率でみられることを確認した（平成 13
年度研究成果情報，松井ら）．

遺伝子組換え作物を開放系で栽培した場合，同種
の非組換え作物と交雑することにより，花粉を介し
た導入遺伝子の拡散が懸念される．このような導入
遺伝子の拡散を正確に，かつ簡便に定量する手法と
して，松尾らは，トウモロコシの種子色に発現する
キセニアを利用して交雑種子を判別することによ
り，遺伝子組換えトウモロコシを栽培するほ場から
花粉が拡散する範囲を把握し，花粉源からの距離と
交雑率の関係を評価する手法を開発した（平成 14
年度研究成果情報，松尾ら）．また，川島らは，空
中を浮遊するトウモロコシ花粉を捕集し，それらを
光学的に検出することにより，花粉飛散量を簡易か

図 12　ダーラム法による花粉計測値と花粉モニ
ター装置による花粉飛散量の関係
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つ連続的に自動計測できるモニター装置を開発した．この装置により検出された花粉飛散量は，空
中花粉の基準的測定法として広く用いられているダーラム法による花粉計測値と高い相関関係を示
したことから，トウモロコシ花粉を含めて大気中を拡散する微粒子のモニタリング装置としての活
用が期待される（図 12）（平成 15 年度研究成果情報，川島ら）．

遺伝子組換え作物の商業栽培に際しては，同種の非組換え作物と交雑しないように，それぞれの
ほ場を隔離することが有効である．2004 年 2 月に策定された「第 1 種使用規程承認組換え作物栽
培実験指針」によると，研究開発中の遺伝子組換えトウモロコシを栽培する際には，近隣の非組換
えトウモロコシほ場との間に 600m の隔離距離を確保することが求められている．このような隔離
距離と交雑率の関係を評価するためには，生物の拡散過程に関する理論的な研究が不可欠である．
村山は，ブラウン運動モデルを基に，花粉が飛散する際の 1 単位の長さを確率的に変動するように
改良することで，風などの環境のゆらぎによりランダムに拡散する花粉の飛散距離を高い精度で推
定する予測式を開発した（図 13）.　

図 13　環境のゆらぎを考慮した拡散予測式の概要

この予測式を用いて「第 1 種使用規程
承認組換え作物栽培実験指針」で示され
るトウモロコシの隔離距離を評価した結
果，一般的な気象条件で 600m 地点にお
ける交雑率は 0.125％程度と低く，隔離
距離がおおむね妥当であることを裏付け
た（平成 16 年度研究成果情報，山村）．

上記指針には，除雄やネットの使用等
による隔離距離によらない交雑防止措置
も示されているが，適用条件の詳細につ
いては明らかにされていない．そこで，
防風施設を利用した様々な交雑抑制策の
効果を比較し，交雑抑制効果の高い開花
期調整や防風施設の特性を明らかにした（図 14）．

r

      (1)

m, v (x, y) T

         (2)
k = vT/ = 4m x y x, y

図 14　防風ネットおよび防風植生（ソルガム）を用いたト
ウモロコシ
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また，これらの効果を予測するためのシミュレーションモデルを構築した．また，防風網のメッ
シュの大きさの違いによる比較を行い，メッシュの大きさによる交雑抑制効果も推定した．一方
で，これらの交雑抑制策は近距離交雑を効果的に抑制できる反面，低頻度で生じる遠距離交雑を抑
制する効果はあまり大きくないことが示された（牛山ら，2009a; Ushiyama et al. 2009b）（平成 22
年度研究成果情報，杜ら）．
⑶ 大 規 模 ほ 場 に お け る イ ネ 花 粉 の 長 距 離 飛 散 と 交 雑 の 実 態 に 関 す る 研 究
これまでの遺伝子組換え作物（GM 作物）の花粉飛散や交雑に関する研究は，GM 作物の開発に

ともなう小規模な試験栽培を円滑に行うために必要な情報を収集することが主たる目的であった．
しかし，GM 作物の商業栽培に備えて，GM 作物と同種の非 GM 作物との共存を図るための行動指
針を確立するためには，農家ほ場規模で発生する花粉飛散や交雑の実態を把握することが重要と考
えられる．ここでは水稲栽培農家のほ場を借り上げ，農家による一般的な水稲栽培を行った場合の
自然交雑の実態を把握した．茨城県つくばみらい市の農家ほ場において風上側に花粉親区（ウルチ
品種：約 0.2ha），風下側に種子親区（モチ品種：約 1.0ha）を設置し，種子親区中に 30 カ所の方形
区を設け 3,050 株の調査株を採集した．キセニアを発現した交雑種子を選別した後，DNA 鑑定に
より想定される花粉親に由来する交雑であるかを確認した．その結果，花粉親区に最も近接した領
域における平均交雑率が最も高く，花粉親から遠ざかるにつれて平均交雑率は急激に低下すること
が明らかとなった（図 15）．花粉源となるほ場の周辺では 0.005％程度の自然交雑率に落ち着くこ
とが示された .　（平成 22 年度研究成果情報，芝池ら）．

図 15　茨城県つくばみらい市の農家ほ場
で観察された水稲の自然交雑率と
95％信頼区間

（平成 20 年度は太実線，21 年度は
細実線で示した）

遺伝子組換え作物を導入し，一般栽培作物との共存を実現しようとする場合には，導入を図る地
域全体で発生する交雑や混入の総量を把握し，それらを低減するための取り組みが必要になると考
えられる .　ここでは，ある地域に存在するほ場の位置や面積，そこで作付けされるイネ品種や開
花期，気象条件などを含むほ場環境 GIS データベースを構築し，データベースから必要な情報を
取り出すことにより，ある地域内で発生する交雑や混入の総量を評価・予測するためのシミュレー
ション・プログラムを作成した．秋田県大潟村，岩手県雫石町，茨城県つくばみらい市の 3 地域

（各 4km×3km）を対象としたほ場環境 GIS データベースを構築し，それぞれの地域内で発生する
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交雑率を比較した（Yonemura et al., 2010）．その結果，大規模ほ場を多く含む地域ほど平均交雑
率が低くなる傾向が明らかとなった．このような結果は，多数の小規模ほ場が複雑に入り組んだ地
域ほどほ場間の接線長が長くなり，接線の近傍領域ほど交雑が発生しやすいことと関係していると
推察される．言い換えると，ある地域に遺伝子組換えイネを導入する際には，それらを作付けする
ほ場を集団化することで，地域内で発生する平均交雑率を低減できると考えられる（図 16）．

図 16　3 地域のほ場配置と平均交雑率

5 ． 今 後 の 展 望

生物多様性評価に関しては，今後，新たに開発される不良環境耐性遺伝子組換え作物等につい
て，必要となる評価項目を従来の評価項目との比較において整理するとともに，栽培実験並びに各
種シミュレーションを実施して，このような遺伝子組換え作物の導入された場合の評価手法を研究
開発する必要がある．これらの研究成果に基づき管理手法の開発に必要な基本情報を蓄積 ･ 整理す
る必要もあると考えられる．また，遺伝子組換え作物の自生化（volunteer），野生化（feral）によ
る生態系へのリスク，および近縁野生種，野生化作物を介した導入遺伝子の拡散による間接的な生
物多様性への影響を評価する必要があろう．

共存研究については，4. で述べた研究成果を総合することで，食品や飼料としての安全性の確保
された遺伝子組換え作物を商業栽培する場合に，事前に一般栽培作物との交雑や混入を低減する対
策を取るだけでなく，交雑や混入が定められた水準以下に維持されていることを検証する順応的な
管理体制を確立することができると考えられる．また，本研究で得られた成果の一部は大気中の微
粒子のモニタリング（花粉モニター）や農耕地における外来生物の侵入リスクあるいは農薬の流出
リスクの評価・予測の基礎データ（ほ場環境 GIS データベース）に，さらに輸入穀物中の混入率
の推定（サンプル数決定式）など多岐にわたる分野での利活用が期待される．今後は収穫物の流通
段階における混入実態の把握をはじめとして，花粉の拡散を皆無なものとする生物的封じ込め，海
外から輸入される農産物に混入する未承認組換え作物の検知，海外で制定されている遺伝子組換え
作物の商業栽培に関する法的枠組みなど，関連の研究分野との連携を図りつつ，遺伝子組換え作物
と一般栽培作物との共存を図るための行動指針をより確固なものとする取り組みが望まれる．

平均交雑率
０．０２１％

平均交雑率
０．０１７％

平均交雑率
０．０１０％

茨城県つくばみらい市 岩手研雫石町 秋田県大潟村
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